
R2.7.8 第６回 尼崎市地域公共交通会議

尼崎市総合政策局政策部都市政策課

路線の休止又は廃止に係る事業計画の変更

資料第１号



『道路運送法』

第十五条の二 路線定期運行を行う一般乗合旅客自動車運送事業者は、路線（路線定期運行に係るも

のに限る。）の休止又は廃止に係る事業計画の変更をしようとするときは、

その六月前 （旅客の利便を阻害しないと認められる国土交通省令で定める場合にあっては、

その三十日前） までに、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。
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「旅客の利便を阻害しないと認められる場合」 とは・・・

『道路運送法施行規則』

(一般乗合旅客自動車運送事業の事業計画の変更の特例)

第十五条の四 法第十五条の二第一項の旅客の利便を阻害しないと認められる国土交通省令で

定める場合は、次に掲げる場合とする。

一 当該路線において他の一般乗合旅客自動車運送事業者が一般乗合旅客自動車運送事業を

現に経営し、又は経営するものと見込まれる場合

二 当該路線の休止又は廃止について地域協議会（地域住民の生活に必要な旅客輸送の確保に

関する協議会であって、関係地方公共団体の長、地方運輸局長その他の関係者により構成される

ことその他の国土交通大臣が告示で定める要件を備えるものをいう。）において協議が調った場合

三 前二号に掲げる場合のほか、旅客の利便を阻害しないと地方運輸局長が認めてあらかじめ公

示する場合
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「旅客の利便を阻害しないと地方運輸局長が認めてあらかじめ公示する場合とは・・・

『平成２４年２月２７日付 近運自一公示第１２号 近畿運輸局長告示』

旅客の利便を阻害しないと地方運輸局長が認める範囲は、次の各号とする。

（１） 高速路線バス（中略）を休止又は廃止する場合

（２） 付替路線（中略）の開設に伴い路線を休止又は廃止する場合

（３） 定期観光路線を休止又は廃止する場合

（４） 路線の休止又は廃止について、地域公共交通会議（地域協議会の分科会として設置された

ものに限る）において協議が整った場合

（５） 休止後１年間を経過した路線を休止又は廃止する場合

（６） 休止又は廃止する区間が、３００メートル以内の路線である場合（中略）
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路線の休止又は廃止（法第15条の二 事業計画の変更）

旅客の利便を阻害しないと認められる

届 出
（６月前）

届 出
（３０日前）

他事業者の
経営見込

地域協議会に
おいて協議が

調った

運輸局長
公示

地交会議

で協議が整った

関係地方公共団体及び利害関係人の意見聴取（法第15条の二 第2項）

（参考）
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